
（労災の不服申立て制度改正する関連法案を上
程）再審査請求経ず裁判所への出訴が可能に
／（厚労省が日本バス協会に要請）改善基準
の遵守徹底や健康管理の適切実施を／（安衛
法改正案が国会提出される）ストレスチェッ
ク実施は50人未満規模は努力義務／ほか
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＊＊本誌ご購読の皆様へ＊＊

ビジネスセミナー「労働塾」のご案内･･･････････････60http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!
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〔役職手当を廃止し時間外割賃支給に移行〕不利益変更に当たるか ── 50
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有期の業務に就く高収入かつ高度の専門的知識等を有する労働者及び定年後引き続き有期契約で継続雇用される労働者につ
いて、労働契約法の無期転換ルールに特例を設ける特別措置法案が国会に提出された。法案では、専門的知識等を有する労働
者についてはプロジェクトの完了までの期間、定年後引き続き継続雇用される労働者については当該継続雇用期間、無期転換
申込権が発生しないこととすることを提案している。この特例の適用については、厚生労働大臣が指針を策定し、当該指針に
沿った対応が取れると厚生労働大臣が認定した事業主に雇用される有期雇用労働者のみを対象とする仕組みとしている。

（編集部）

　定年後の継続雇用期間中は
　　　無期転換申込権は発生しない

有期雇用労働者等に関する特別措置法案の内容── ６特集

●連載　労働スクランブル○177（労働評論家・
飯田康夫） ─ 40●労務資料　平成25年賃金
構造基本統計調査結果④～短時間労働者の賃
金等～ ─ 42●わたしの監督雑感　佐賀・佐
賀労働基準監督署次長　大田隆 ─ 54●労務
相談室だより ─ 56
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───────── 16
●特別企画／平成25年度 特定最低賃金の
　　　　　　決定状況

（厚生労働省・労働基準局労働条件政策課賃金時間室）

全国加重平均815円（８円増）
特定最低賃金は、平成25年度に202件の改正、１件
の廃止が行われて全242件となり、このうち全国を
適用地域として定める１件を除く241件の全国加重
平均額は815円（対平成24年度８円増）となりまし
た。

─ 24●取材シリーズ／人事大事の時代＜事例編＞⑫

～大和ライフネクスト株式会社～

マンション管理員は65歳定年、
70歳まで再雇用
管理品質を支える現場最前線で活躍

───────── 32
●企業の安全配慮義務／過労死・過労自殺
　そのときどうする？

（弁護士・井澤慎次）

ハラスメント申告起きた時点で
直ちに調査等の対応が必要に

第38回　具体的事例検討⑰　事前申告なきセクハラ訴訟


